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令和６年決算特別委員会〔総合政策部所管〕開催状況 

   

開催年月日 令和６年 11月 12日（火）          

  質  問 者 日本共産党 丸山 はるみ 委員      

答 弁 者 グローバル戦略推進監、外国人材担当局長 

 外国人材担当課長            

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

一 多文化共生施策について 

（一）本道在留外国人の状況について 

 それでは多文化共生施策についてお聞きします。 

 まず、本道在住の外国人の状況について、道内在留外国

人の人数の推移を１０年前との比較でお示しください。ま

た、上位３番目までの国籍、在留資格別についても併せて

お示しください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（外国人材担当課長） 

本道在留外国人の状況についてでございますが、国の統

計によりますと、本道の在留外国人数は、令和６年６月末

現在では、６万２７３人であり、１０年前の平成２６年６

月末現在の２万３，１４４人から、３万７，１２９人の増

加となっております。 

国・地域別では、多い順に令和６年は、ベトナムが１万

３，２８７人、中国が９，８２４人、インドネシアが７，

６７６人、平成２６年は、中国が９，９０９人、韓国・朝

鮮が４，９０４人、フィリピンが１，２９６人となってお

りました。 

 また、在留資格別では、令和６年は、技能実習生が１万

６，０７５人、特定技能外国人が１万８９５人、永住者が

６，６１４人、平成２６年は、技能実習生が５，４７５人、

永住者が４，５６６人、特別永住者が３，４１５人となっ

ております。  

 

（二）外国人住民の法的定義について 

 それで、外国人住民の地方自治法における定義を確認し

たいんですけれど、日本人住民と外国人住民で法的な違い

などはあるのでしょうか。 

（外国人材担当課長） 

外国人住民の法的定義についてでございますが、地方自

治法第１０条におきまして、第１項で「市町村の区域内に

住所を有する者は、当該市町村及びこれを包括する都道府

県の住民とする。」とされ、第２項で、「住民は、法律の

定めるところにより、その属する普通地方公共団体の役務

の提供をひとしく受ける権利を有し、その負担を分任する

義務を負う。」と規定されており、住民である外国人は、

日本人と同様に、自治体から行政サービスを受ける権利を

有するとともに、納税等の義務を負うこととなります。 

 

（三）外国人住民の人権について 

 住民は国籍要件に関係なく、住民として認められるとい

うことですが、外国人住民の人権についての道の認識を伺

います。また、道の認識は道が策定した一連の計画におい

てどのように明文化されているのかお答えください。 

（外国人材担当課長） 

 外国人住民の人権についてでございますが、道では、本

道の実情に即した人権教育、人権啓発に関する施策を推進

するため、令和３年に「北海道人権施策推進基本方針」を

改定し、人権が尊重される地域社会づくりに取り組んでい

るところでございます。 

 外国人住民の人権については、本方針において、昭和５

３年の「基本的人権の保障は、権利の性質上日本国民のみ

をその対象としていると解されるものを除き、我が国に在

留する外国人に対しても等しく及ぶ」との最高裁判所の認

識を踏まえ、施策の展開方向として、「国際理解の促進と

共生意識の醸成」や、「外国人が住みやすい地域づくり」

などを掲げております。 

道におきましては、こうした基本認識の下、「北海道グ

ローバル戦略」や「外国人材の受入拡大・共生に向けた対

応方向」において、多文化共生社会の実現に向けた相互理

解の促進を図ることとし、様々な取組を推進しているとこ

ろでございます。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（四）多文化共生に向けた対応方向の改善策について 

 我が会派は先般ですね、岡山県総社市を訪れまして多文

化共生施策について調査を行いました。こちらの多文化共

生施策のきっかけは 2008 年のリーマンショックにより、

多くの外国人労働者が解雇されてしまって、就労問題に留

まらず、住宅、医療、保険、教育など、多岐にわたる問題

が起こってきたということを受けまして、外国人住民の生

活全般に関わる自立支援を行う目的で、人権まちづくり課

に担当係を設置したことというふうに伺いました。 

北海道のですね、「外国人材の受入拡大・共生に向けた

対応方向」は、もともと経済部に所管があった時代に策定

され、主に労働力としての外国人材に焦点を当てたもので

あり、総社市と経過が大きく違うというふうに承知してお

りますけれども、道作成のこの対応方向は、昨年度に改定

を行っています。主にどのような改善強化を行ったのかお

答えください。 

（外国人材担当課長） 

「対応方向」の見直しについてでございますが、道では、

特定技能制度の創設に伴い、本道の在留外国人の増加が見

込まれる中、外国人の方々の円滑な受入れや多文化共生の

実現に向けた環境づくりを進めるため、平成３１年に「外

国人材の受入拡大・共生に向けた対応方向」を策定し、５

項目の基本方向に基づき、「外国人と共に暮らすことの重

要性を理解できる環境づくり」や「外国人が安全に安心し

て暮らせる環境づくり」など様々な取組を推進していると

ころでございます。 

この「対応方向」は、主な施策や関連する事業の実施状

況を反映するため、毎年度、ローリングを行っており、昨

年度は、各地域で日本語教育を推進する人材を育成する研

修の実施や外国人材の働きやすい就業環境づくりに向け、

人権に配慮した取組を行っている道内企業等を紹介する

北海道人権配慮企業登録・紹介制度を新たに関連事業とし

て追加したところでございます。 

（五）北海道外国人相談センターの体制等について 

 北海道外国人相談センターの体制等についてですけれ

ど、道のこの対応方向に、外国人が安全に安心して暮らせ

る環境を作るというのが、柱の 1つとして明記されていま

す。 

道では「北海道外国人相談センター」を設置し、北海道

国際交流・協力総合センターに相談事業を委託しています

が、昨年度と２０１９年度の相談者数と相談員の比較、ま

た同センターにおける委託料の推移をそれぞれお示しく

ださい。 

 

（外国人材担当課長） 

外国人相談センターの体制等についてでございますが、

道では、令和元年８月、北海道外国人相談センターを設置

し、外国人の方々からの様々な相談に対応してきたところ

でございます。 

 一ヶ月当たりの平均相談件数は、令和元年度が６８件、

令和５年度は２１０件となっており、また、相談員数は、 

令和元年度が１２名、令和５年度は２６名となっていると

ころでございます。 

 委託料につきましては、令和元年度が、８月の開設以降

８ヵ月間の運営として、１，６６０万円、令和５年度は、

２，４４０万円となっているところでございます。 

（六）相談体制の強化について 

 外国人住民の人口が急激な勢いで伸びている中で、相談

の中核を占める北海道外国人相談センターの体制強化は

喫緊の課題であると思います。相談員体制の体制強化につ

いて、早急に検討を行う必要があるのではないでしょう

か。お答えください。 

 

（外国人材担当局長） 

相談体制の強化についてでございますが、道におきまし

ては、複雑・多様化する相談ニーズや相談件数の増加にき

め細かく対応するため、より多くの言語での対応が可能と

なるよう、相談員の増員や電話通訳システムの導入などの

対応を行っているところでございまして、今後とも、出入

国在留管理庁や行政書士会などにも協力いただきながら、

外国人相談体制の充実に取り組んでまいります。 

 

（七）相談内容の分析について 

相談センターでは、行政手続きをはじめ様々な相談に応

じています。道ではセンターに寄せられた相談内容から傾

向をどのように分析し、北海道として必要な施策にこれま

でどのように活かしてきたのかお答えください。 

 

 

 

（外国人材担当課長） 

相談内容を踏まえた対応についてでございますが、相談

センターに寄せられる相談内容については、在留資格の変

更手続、労働条件、社会保険、税金、運転免許の更新手続

や、医療、介護に関することなど生活全般にわたっている

ことから、行政書士会や税理士会、社会保険労務士会など

に連携・協力いただきながら、必要な情報提供に努めると

ともに、相談者からの災害に対する不安の声を踏まえ、ハ

イエックと「災害時の外国人支援に関する協定」を締結し、 

外国人を対象とした避難訓練を実施するなど災害対応の

強化を図っているところでございます。 

 また、在留外国人が増加する中、言語の問題に関する声

も寄せられており、道では、本年８月、「北海道における

地域日本語教育の推進に関する基本的な方針」を策定し、

地域のニーズを踏まえながら、日本語教育に関する施策の

推進を図っているところでございます。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（八）日本語教室の状況について 

外国人住民が日本で安心して暮らしていく上で文化や

言語についての課題は避けて通れません。北海道では日本

語教育の推進を「北海道における地域日本語教育の推進に

関する基本的な方針」に位置づけていますが、昨年度、日

本語教室設置件数、設置市町村数、空白市町村数を 2019

年度との比較でお示しください。 

また、全道在留外国人の人口比率は 1％を超えてます

が、外国人人口比率が 2％を超える市町村において日本語

教室空白自治体数とその率も併せてお示しください。 

（外国人材担当課長） 

日本語教室の状況についてでございますが、 道内の日

本語教室の設置件数は、令和元年度が３０件、令和５年度

が４２件、設置市町村数は、令和元年度が１４市町村、令

和５年度が２５市町村、未設置市町村数は、令和元年度が

１６５市町村、令和５年度が１５４市町村となっておりま

す。 

 また、令和６年１月１日現在の住民基本台帳人口におけ

る外国人住民の比率が２％を超える５６市町村のうち、日

本語教室が未設置の市町村数は４８であり、その割合は約

８５％でございます。 

 

外国人住民の比率が一定程度高くても日本語教室が無

い自治体が有るということが分かりました。日本語を教え

る方々は教師を退職した方であったり、地域住民などのボ

ランティアで支えられています。しかし高齢化が進み、市

民頼みの現状では、日本語教育の仕組み自体が瓦解しかね

ないというふうに思います。 

 

（九）団体等からの要望について 

道では、地域日本語教育の体制づくり推進事業において

総合調整会議を設置し、日本語教育を担う市民団体にも参

加してもらって意見交換を行う等の取組を行っていると

承知していますが、民間団体の方々からはどのような意見

要望が出て、どのように対応しているのかお答えくださ

い。 

（外国人材担当課長） 

日本語教育に関する民間団体等からの要望についてで

ございますが､道では、令和５年度より、日本語教育に携

わる様々な分野の有識者等で構成する「北海道日本語教育

推進会議」を開催し、北海道の実情に応じた日本語教育を

推進するため、本道の日本語教育の体制づくりなどについ

てご意見をいただいているところでございます。 

 会議におきましては、地域において日本語教室を運営す

る団体の代表の方などから、日本語を教える人材が不足し

ている、「夜間に学びたい」といった外国人のニーズに対

応できていない、単なる学習の場のみではなく、交流の場

として位置づけることが必要といった意見をいただいて

おり、道では、こうした声を踏まえ、地域における日本語

学習のサポートの仕方について初心者にも分かりやすい

講座を開催するなど、日本語学習の支援者の養成を進める

とともに、外国人が企画に参加する地域イベントをモデル

的に開催するなど地域の実情を踏まえた対応に努めてい

るところでございます。 

 

（再質）団体等からの要望について 

日本語学習の支援者が不足している、そして養成を行う

ということですが、道の計画ではどれだけの期間でどれだ

けの人数を養成するという目標が明示されておりません。 

また、外国人が増加している地域で日本語教室が空白に

なっている市町村も残されており、特に対策の必要な地域

の目標と具体策を明らかにして取り組むべきだと考えま

すけれど、目標が示されないのはなぜなんでしょうか。 

 

（外国人材担当課長） 

 日本語教育の体制づくりについてでございますが、多文

化共生の実現に向けては、日本語学習を希望する外国人の

方々が、それぞれの地域において、継続的に学ぶことが可

能となる学習環境を提供していくことが重要でございま

す。 

 一方で、本道の日本語指導者は、都市部に集中する傾向

にあり、北海道で暮らす外国人の方々が、道内全域に分散

する中、持続的な日本語教育環境を構築していくために

は、日本語教育に携わる方々の多寡といった視点のみでは

なく、限られた人材が広域に活動できるよう、市町村や国

際交流団体などが連携した体制づくりや、ＩＣＴの活用に

よる遠隔での学習機会の提供など、様々な取組を一体的に

推進することが重要であり、道としては、こうした視点に

立ち、引き続き、日本語教育に携わる方々の声をお聞きし

ながら、地域の実情に応じた取組を推進してまいる考えで

ございます。 
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質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

（十）日本語教育の取り組み推進について 

 日本語教室の拡大の前提は実際に日本語を教える方々

の確保にかかっていると思います。現状の対策のままで

は、空白自治体の解消につながらず、具体的に新たに設置

するための目標と具体的な手立てを取らなければ、急速な

外国人口の増加に伴う必要量をカバーできずに問題が深

刻化する懸念は拭えないと思います。 

地域が主体となって外国人に日本語教育を提供できる

体制を整備することが体制づくり推進事業の目的ですが、

地域任せにせず地域と一体で道がイニシアチブを取るこ

とこそ必要ではないでしょうか。現行事業の終了待ちにせ

ず、当事者の意見も踏まえ、取組を加速度的に進めるべき

ではないかと思いますが見解を伺います。 

（外国人材担当局長） 

日本語教育の推進についてでございますが、外国人の方

々が、安心して暮らしていただくためには、日常のコミュ

ニケーションに必要な日本語を身に付けていただくこと

が重要でございます。 

 このため、道では、道内各地域で日本語学習を提供でき

る体制の整備を促進することが重要と考えており、昨年

度、北海道の日本語教育における総合調整の場として「推

進会議」を設置するとともに、日本語教育総括コーディネ

ーターを配置し、地域の課題解決に向けた助言サポートを

行うなど、相談・支援体制の構築に取り組んでいるところ

でございます。 

 道といたしましては、今後も、市町村や関係機関などと

連携しながら、より多くの方々に日本語学習に携わってい

ただけるよう指導者育成に努めるとともに、日本語教室を

設置することが困難な地域に向け、ＩＣＴを活用した学習

機会の提供について検討を進めるなど取組の強化を図っ

てまいります。 

 

（十一）「外国人と共に暮らすことの重要性を理解できる

環境」の定義について 

道の「対応方向」に掲げる「取組の基本方向」の柱の一

つに「外国人と共に暮らすことの重要性を理解できる環境

をつくる」とあります。このカテゴリーには、外国人に対

する差別偏見をなくし、日本人・外国人共に同じコミュニ

ティで共生を目指すという概念が含まれると考えますが、

道の認識を伺います。 

（外国人材担当課長） 

「外国人と共に暮らすことの重要性を理解できる環境

づくり」についてでございますが、道は、地域において、

日本人住民と外国人住民が文化、習慣等の壁を乗り越え

て、共に暮らしていくことが重要との認識の下、「外国人

材の受入拡大・共生に向けた対応方向」に示す「取組の基

本方向」の一つに、「外国人と共に暮らすことの重要性を

理解できる環境づくり」を掲げているところでございま

す。 

 

（十二）相互理解事業について 

道において実施してきた相互理解事業の実績について

伺います。 

（外国人材担当課長） 

相互理解の促進についてでございますが、道では、これ

まで、外国人住民と日本人住民の相互理解の促進に向け、

多文化共生社会の形成に係る先進事例集を作成するとと

もに、地域に外国人を受け入れる環境づくりに向けた講演

会の開催や相互にコミュニケーションを取るための「やさ

しい日本語」の研修会や交流イベントなど、様々な取組を

実施しているところでございます。 

 

（十三）外国人差別根絶に向けた取り組みについて 

 外国人差別の根絶に向けた取組についてなんですけれ

ど、外国人住民の拡大に伴って、無理解、偏見等から外国

人住民への差別感情が生まれたり、ヘイトスピーチが起き

るなど、地域社会の分断につながる例は他県においても見

られます。多文化共生を目指す上で、外国人差別、まして

ヘイトスピーチなどは絶対にあってはならず、外国人施策

を所管する総合政策部として外国人差別・ヘイトスピーチ

は許さないとする断固とした姿勢を示す必要があると考

えます。早期に道の方針に反映をさせて、相互理解事業を

文字通り相互理解と差別を許さない情報発信や交流事業

として取り組むべきだと考えますが、見解を伺います。 

（外国人材担当局長） 

外国人に対する差別的言動についてでございますが、差

別的言動は、受ける人の尊厳を著しく傷つけ、また、周囲

をあおり、差別意識を拡大することになりかねず、あって

はならないものと認識しております。 

 このため、道におきましては、「北海道人権施策推進基

本方針」において、地域、家庭、学校、職場が連携・協力

して人権教育を推進するとともに、外国人に対する偏見や

差別意識を解消し、文化の違いや多様性を尊重するための 

国際理解教育が必要であるとの認識を示した上で、本道の

国際関連施策の基本的指針でございます「北海道グローバ

ル戦略」や「外国人材の受入拡大・共生に向けた対応方向」

におきまして、多文化共生社会の実現を施策の柱に位置づ

けながら、相互理解の促進に向けた様々な事業を進めてい

るところでございます。 



- 5 - 

 

 

質    問    要    旨 答    弁    要    旨 

 道といたしましては、今後とも、外国人の地域の受入に 

係るセミナーや講演会など様々な機会を活用しながら、関

係機関と連携し、ヘイトスピーチは許さないという認識を

広める啓発に努めるとともに、お互いの文化や慣習などを

理解し合う交流機会づくりや、根拠のない誹謗中傷の防止

に向けたＳＮＳによる情報発信など、外国人への差別的言

動の撲滅に向けた取組を進めてまいります。 

 

（十四）多文化共生施策の推進について 

北海道においても他県同様に外国人住民の急速な拡大

が見られ、これに伴う行政サービスの多様化が進んでいま

す。ただ現行のままではですね、対応が不足しているので

はないかと思います。 

重要なことは外国人住民を単なる労働力としてのみと

らえるのではなく、同じ地域住民としてとらえて、外国人

であるが故の不都合を生じさせない行政サービスを提供

することが道の責務ではないでしょうか。他県、他市町村

の取り組みをより研究し、道としての取り組みをさらに強

化すべきであると考えますが、グローバル戦略推進監の見

解を伺います。 

 

 

道内に暮らす外国人も日本人と同じく住民であるとさ

れることが明らかになりました。相互理解促進とともに生

活環境や人権擁護などあらゆる面での取組が重要になり

ます。今回指摘した事項を含め、対策の強化を求めて、次

の質問に移ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グローバル戦略推進監） 

多文化共生社会の実現に向けた取組についてでありま

すが、本道には、現在、６万人を超える外国人の方々が生

活をしておられ、在留資格も、技能実習や特定技能の他、 

留学や文化活動など様々な分野にわたっております。 

 近年は、就労や技能習得を目的とした在留が増加傾向に

ありますが、本道において、外国人のお一人お一人が、大

切な地域の一員として尊重をされ、安心して学び、働き暮

らすことができる環境づくりが重要と認識をしており、道

といたしましては、今後とも、他の自治体の先進事例など

も参考にしながら、市町村や関係団体との連携を一層密に

し、受入環境の整備促進に努めてまいる考えでございま

す。 

 

 

- 5 -（了） 

 

 


